
2026年9月 ミャンマーレポート 

概況・経済・人材関連 

■ 9月の総括 

2026年9月のミャンマーでは、チャット安と燃料価格上昇が進み、日常生活の中でも物価上昇を強く
感じる状況となりました。 

一方、人材分野では、日本の新しい「育成就労制度」に関して大きな動きがありました。 

8月末にはミャンマーの送出機関関係者から、日本とミャンマーの間で育成就労制度に関する協定
が締結されたとの情報が入り、9月17日には日本の外国人技能実習機構（OTIT）が、実際にミャン
マーの「暫定送出機関リスト」を公表しました。 

経済面では厳しい状況が続いていますが、人材面では日本との新しい人材交流ルートが具体化し

始めた1か月だったと考えています。 

 

■ チャット安が再び進行 
当社で継続的に記録している「ミャンマー経済指標管理シート」では、9月1日の現地市中円買いレー
トは、 

1円＝26.83MMK 

でした。 

これが9月30日には、 

1円＝27.90MMK 

となっています。 

単純比較では、9月の1か月間だけで円に対して約4％チャット安が進んだことになります。 

9月中旬には一時27MMK台後半までチャット安が進み、その後も大きく戻ることなく推移しました。 

また米ドルについても、市中レートでは9月1日の1ドル＝4,275MMK前後から、9月末には



4,390MMK前後までチャット安方向へ動いています。 

現在のミャンマーでは、公定レート、銀行レート、市中レートなど複数の為替レートが存在しているた

め、単純に一つの為替レートだけで経済状況を判断することはできません。 

しかし、少なくとも実際の生活や事業活動に近い市中レートを見る限り、チャットの購買力低下が続

いていると感じます。 

 

■ 外貨収入がある人とMMK収入だけの人で大
きな差 
チャット安には、二つの側面があります。 

日本円や米ドルなどの外貨を継続的に取得できる人や企業にとっては、チャット安によってMMK換
算での購買力が高まるため、物価上昇の影響をある程度吸収できます。 

例えば、日本から給与や事業資金を受け取っている場合、同じ10万円でも以前より多くのMMKへ交
換できます。 

そのため、物価が上昇しても生活水準を維持できるケースがあります。 

一方、収入のほとんどをMMKで得ている一般市民にとって状況はまったく異なります。 

給与が物価上昇と同じ速度で増えるわけではありません。 

チャット安によって輸入品、燃料、食品、物流費などが上昇すると、実質的な購買力が低下します。 

現在のミャンマー経済を考えるうえでは、「物価が上がっている」という事実だけではなく、 

「外貨にアクセスできる人」と「MMK収入だけで生活する人」の購買力格差 

を見る必要があると感じています。 

 

■ 街中で実感する物価上昇 
統計だけでなく、実際にヤンゴンで生活していると、物価上昇を日常のさまざまな場面で感じます。 



当社が実際の生活圏で確認している価格を、昨年と現在で比較すると次のようになります。 

ビール1杯​
約6,000MMK → 約8,000MMK​
約33％上昇 

鶏卵1個​
約500MMK → 約700MMK​
約40％上昇 

ヤンゴン国際空港からダウンタウンまでのGrab​
約25,000MMK → 約35,000MMK​
約40％上昇 

Feel Restaurantで、ご飯＋おかず2品＋コーラ​
1人約30,000MMK → 約50,000MMK​
約67％上昇 

もちろん、店舗、時間帯、商品、場所などによって価格は異なりますので、これらはミャンマー全体の

公式な物価指数ではありません。 

しかし、ヤンゴンで実際に生活・事業を行う立場からすると、日常生活に必要な支出が確実に増えて

いることを実感します。 

特に食費、交通費、燃料費など、生活するうえで避けにくい支出が上昇している点は重要です。 

 

■ 燃料価格の上昇 
9月に特に目立ったのが燃料価格です。 

当社の経済指標管理シートでは、ヤンゴンのディーゼル価格は9月1日時点で、 

4,240MMK/L 

でした。 

9月中旬までは4,150MMK前後で推移していましたが、9月26日に大きく上昇し、 

4,790MMK/L 

となりました。 



9月1日との比較では約13％の上昇です。 

燃料価格の上昇は、自動車を利用する人だけの問題ではありません。 

ミャンマーでは物流、バス、タクシー、Grab、配送、製造業など幅広い分野で燃料価格の影響を受け
ます。 

さらに、停電時に自家発電機を使用している企業や店舗では、燃料価格上昇がそのまま事業コスト

の上昇につながります。 

つまり、 

燃料価格上昇 → 物流コスト上昇 → 商品・サービス価格上昇 

という形で、生活全体へ影響が広がります。 

 

■ BPO・KPO事業にも影響する物価上昇 
この物価上昇は、ミャンマーBPO・KPO事業にも無関係ではありません。 

ミャンマーの魅力の一つは、日本と比較した運用コストの競争力です。 

しかし、チャット安だからといって、単純に「ミャンマーの人件費がさらに安くなった」と考えるべきでは

ありません。 

スタッフはMMKで生活しています。 

食費、交通費、住居費、通信費などが上昇すれば、給与の実質的な価値は低下します。 

優秀なスタッフを長期的に確保するためには、為替だけを見るのではなく、 

・生活物価​
・交通費​
・食費​
・電気・通信費​
・給与水準​
・昇給​
・福利厚生​
・教育機会​
・キャリア形成 



まで含めて考える必要があります。 

BPO拠点の競争力は、単純な人件費の安さではありません。 

品質、生産性、教育力、定着率を含めた総合的な運用コスト 

で判断することが重要だと考えています。 

 

■ それでもミャンマーのコスト競争力は残る 
物価が上昇している一方で、日本企業から見たミャンマーのコスト競争力が直ちになくなるわけでは

ありません。 

チャット安によって、日本円や米ドルベースで見た人件費や運用費は一定程度抑えられるからです。 

ただし、この為替差をすべて企業側の利益として考えるのではなく、一部をスタッフの給与、教育、福

利厚生、設備へ還元することが重要になります。 

チャット安の恩恵を企業だけが享受すると、スタッフの実質賃金は低下し、離職につながります。 

逆に、為替差によって生まれた余力を人材へ再投資できれば、 

日本企業側のコスト競争力を維持しながら、ミャンマー側スタッフの待遇を改善する 

という双方にメリットのある運営も可能です。 

 

■ 人材関連では「育成就労」が大きく前進 
9月の人材関連で最も大きなニュースは、日本の「育成就労制度」です。 

8月下旬、ミャンマーの送出機関関係者から、日本とミャンマーの間で育成就労制度に関する協定が
締結されたとの情報が入りました。 

現地のエージェンシー協会の会議では、育成就労制度による人材送り出しを希望するエージェン

シーに対し、ミャンマー労働省へ申請するよう案内があったとされています。 

その時点では日本側で正式な公表を確認できていなかったため、当社としても「ミャンマー側からの

先行情報」として状況を確認していました。 



しかし、その後大きな進展がありました。 

2026年9月17日、外国人技能実習機構（OTIT）がミャンマーの育成就労制度に関する「暫定送出機
関リスト」を正式に公表しました。 

これは非常に重要な変化です。 

ミャンマー人材の育成就労は、これまでの、 

「将来的に対象になる可能性がある」 

という段階から、 

「実際の送り出しに向けた制度整備が進み始めた」 

段階へ移ったと考えることができます。 

 

■ 「暫定送出機関リスト」とは何か 
育成就労制度では、原則として日本と送出国との間で二国間取決め（MOC）を作成し、適正な送出
機関を通じて人材を受け入れる仕組みとなっています。 

OTITでは、MOC作成後に送出国から正式な認定送出機関リストが提出された場合を「認定」とし、
それ以前の状態を「暫定」としています。 

9月17日にミャンマーについて公表されたのは、この**「暫定送出機関リスト」**です。 

したがって、 

「ミャンマーから育成就労人材をすぐ自由に送り出せるようになった」 

という意味ではありません。 

しかし、少なくとも日本側の公式制度上で、ミャンマーの送出機関リストが具体的に公表される段階

まで進んだことは大きな前進です。 

 

■ 日本側も育成就労の実務段階へ 



日本では、育成就労制度が2027年4月1日から施行されます。 

さらに2026年9月1日からは、育成就労計画認定の施行日前申請も開始されています。 

つまり、日本側についても育成就労は「将来の制度」ではなく、 

2027年4月の制度開始に向けて、具体的な受入れ準備を進める段階 

に入っています。 

育成就労では原則3年間の就労を通じて人材を育成し、特定技能1号の技能水準へ育てることを目
指します。 

技能実習制度とは制度目的も異なり、人手不足分野における「人材育成」と「人材確保」が明確な目

的となっています。 

 

■ ただし「日本側の制度」と「ミャンマーから出国
できるか」は別問題 
育成就労制度が進展したからといって、ミャンマー人材の送り出しに関するすべての問題が解決し

たわけではありません。 

特に注意すべきなのは、 

「日本側で育成就労として受け入れ可能であること」と「ミャンマーから実際に出国できること」は別問

題 

だという点です。 

ミャンマー側では引き続き、 

・求人・雇用契約の承認​
・OWIC​
・出国前承認​
・徴兵対象年齢との関係​
・送り出し人数・申請枠​
・給与の公式ルートによる送金​
・空港での出国審査 

などが関係します。 



特に徴兵対象年齢に該当する男性の新規海外就労については、引き続き個別確認が必要です。 

 

■ 海外就労者の送金・納税確認も強化 
9月には、海外就労者の再出国についても重要な動きがありました。 

ミャンマー労働省の案内として、海外の勤務先から休暇などでミャンマーへ一時帰国した労働者が

再び出国する場合、給与の少なくとも25％を正式な金融ルートで送金した記録に加え、所得税の納
付証明などを提示する必要があるとの情報が報じられています。 

このため、今後育成就労・特定技能などで日本へ渡航する人材についても、入国時の手続きだけで

はなく、 

一時帰国後に再び日本へ戻れるか 

まで含めた手続き管理が重要になります。 

 

■ 日本へ送り出す人材と、ミャンマー国内で働く
人材 
育成就労制度が進展したことで、今後日本を目指すミャンマー人材は再び増える可能性がありま

す。 

一方で、すべての人材が日本へ渡航できるわけではありません。 

だからこそ当社では、 

「日本へ送り出す人材」 

と、 

「ミャンマー国内で日本企業を支える人材」 

の両方を育成することが重要だと考えています。 

日本国内では、育成就労や特定技能などを活用して現場人材を確保する。 



ミャンマー国内では、 

・BPO​
・KPO​
・AIアノテーション​
・AI学習データ作成​
・LLM評価​
・AI品質管理​
・CAD​
・経理・会計​
・Web運用​
・システム開発​
・ソフトウェアテスト 

など、日本企業のデジタル業務やバックオフィス業務を担う人材を育成する。 

この二つを組み合わせることで、制度変更だけに左右されない人材基盤を構築することができます。 

 

■ 9月のミャンマーから見えること 
9月のミャンマーを見ていると、一つの特徴が明確になっています。 

「マクロ経済は厳しい。しかし、人材の可能性はむしろ高まっている」 

ということです。 

チャット安、燃料高騰、物価上昇によって、MMKで生活する市民の負担は確実に増しています。 

特に若い世代にとっては、現在の給与だけで将来の生活を描くことが難しくなりつつあります。 

その結果、日本語、IT、AI、会計、CADなどを学び、自分自身の市場価値を高めたいという動機は、
むしろ強くなる可能性があります。 

育成就労によって日本を目指す。 

ミャンマー国内で日本企業の仕事をする。 

IT・AIスキルを身につけて専門職になる。 

こうした複数のキャリアパスを企業側が提示できるかどうかが、今後の人材採用と定着に大きく影響

すると考えています。 



 

■ ACSとしての9月時点の考え方 
当社は前身事業を含め10年以上にわたりミャンマーで事業を続けています。 

その間、政変、コロナ、停電、通信障害、外貨規制、徴兵制度、海外就労規制など、多くの環境変化

を経験してきました。 

その経験から感じるのは、 

「ミャンマーは変化が激しい。しかし、変化を理解し対応できる企業にとっては、人材面で大きな可能

性がある」 

ということです。 

チャット安だから人件費が安い、という単純な考え方では長期的な事業はできません。 

スタッフの生活を理解し、物価、給与、教育、キャリアを考えながら、人材へ投資する必要がありま

す。 

同時に、日本では人材不足が深刻化し、AI・DXを進める企業では新しいデジタル人材も必要になっ
ています。 

だからこそ、 

日本の人材不足 

と 

ミャンマーの若い人材の可能性 

を結びつけることには、大きな意味があると考えています。 

 

■ 今後の注目ポイント 
10月以降、特に確認していきたいのは、次の動きです。 

1.​ 日本・ミャンマー間の育成就労MOCの正式公表状況 
2.​ ミャンマーの暫定送出機関から認定送出機関への移行 
3.​ 実際にどの送出機関が認定されるか 



4.​ 男性18～35歳の海外就労規制の運用 
5.​ 育成就労人材に対するOWIC・出国前承認 
6.​ 女性人材の送り出し人数・求人申請枠 
7.​ 海外就労者の25％送金・所得税納付確認 
8.​ チャット相場 
9.​ 燃料価格 
10.​食品・交通・生活物価 
11.​電力・通信状況 
12.​BPO・KPO・AI人材の給与水準 

特に、育成就労については**「暫定送出機関リストが出た」という段階から、実際の認定・採用・教
育・送り出しへ進むか**が、次の重要な確認ポイントになります。 

 

■ 総括 
2026年9月のミャンマーは、経済面では厳しさが増した1か月でした。 

チャット安が進み、燃料価格が上昇し、食費、交通費、外食費など、生活のさまざまな場面で物価上

昇を実感します。 

外貨を得られる人や企業であれば、チャット安によってある程度影響を吸収できます。 

しかし、MMKだけで給与を得て生活している一般市民にとって、現在の物価上昇は非常に大きな負
担です。 

企業側も、単純に「チャット安＝人件費が安い」と考えるのではなく、従業員の実質的な生活水準を

見ながら給与・福利厚生・教育制度を考える必要があります。 

一方、人材面では育成就労制度が大きく前進しました。 

9月17日にミャンマーの暫定送出機関リストが日本側で公表されたことで、ミャンマー人材の育成就
労は、単なる将来構想から具体的な制度準備の段階へ移り始めています。 

私たちは、ミャンマーを単なる「低コストの作業拠点」や「外国人材の送り出し国」として捉えていませ

ん。 

人材を採用し、教育し、日本語・IT・AI・専門知識を身につけ、日本とミャンマーの双方で価値を生み
出す人材育成拠点 

として捉えています。 



育成就労・特定技能によって日本で活躍する人材。 

BPO・KPO・AIオペレーションによってミャンマー国内から日本企業を支える人材。 

この二つを同時に育成する、 

「日本 × ミャンマー ハイブリッド人材戦略」 

を構築することが、今後さらに重要になると考えています。 

経済環境が厳しいからこそ、人材へ投資する。 

そして、ミャンマーの若い人材に国内外で複数のキャリアを提示する。 

それが、企業と人材の双方にとって持続可能なミャンマー活用につながると考えています。 

 

※本稿は2026年9月30日までの当社「ミャンマー経済指標管理シート」、ミャンマー現地で確認した
生活価格、現地関係者から共有された情報、日本の出入国在留管理庁・外国人技能実習機構（

OTIT）等の公表情報をもとに整理しています。為替、燃料価格、海外就労制度、OWIC、育成就労制
度等は短期間で変更される可能性があるため、実際の事業・採用・送り出しに際しては最新情報を

確認する必要があります。 
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